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日米と連携する中、 台湾企業の地経学的

発展の一考察 ： 鴻海と TSMC の事例

黎立仁

（台湾・国立台中科技大学応用日本語学科准教授）

【要約】

加藤（2017）は、地経学を「経済的手段によって地政学的利益

を実現する政治・外交的手法」と表現している。台湾は中国本土と

の関係で国際政治的に難しい立場にあるが、幾度となく技術発展や

先端技術での強味により、地経学的に対処してきた。

本論文の目的は、台湾の技術力と産業革新について、事例研究を

通じて地経学的な観点から考察することである。台湾における地域

イノベーションが、地政経済戦略のもとでどのような影響を及ぼす

のかを明らかにするため、鴻海と TSMC に代表される EMS、EV、

半導体など、現在のグローバルビジネスとコア技術に最も影響を与

えるセクターを特定し、実証的に考察した上、地経学的に 3 モデル

を提示した。

本論文は、台湾の EMS、EV、半導体産業の発展の今後の動きに

関して地政経済学の研究に貢献するとともに、地政学的な問題が地

経学的な戦略とどのように関わっているのかについての理解を深め

る一助となることを期待する。

キーワード：地経学、地域イノベーション、TSMC、鴻海
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一　はじめに

台湾は産業政策のもとで、数十年にわたり、半導体や科学技術及

び産業の高度化に成功した。中国本土との関係で国際政治的に難し

い立場にあるが、幾度となく技術発展や先端技術での強味により、

地経学的に対処してきた。

地経学（地政経済学）は、経済や資源の時間的、空間的、政治的

側面に関する研究である。本論文では、米国、EU、中国、日本と

の関係における生産プロセスの地域産業ネットワークの中心を通し

て、台湾の外交および戦略的な地政学的政策へのアプローチを探求

するものである。現在、経済組織の性質が国際競争の基礎に関する

重要な理論的・実践的問題を提起しているだけでなく、台湾の地理

経済的位置の影響が経済力のバランスの相対的変動によって大きく

左右されることも次第に明らかになりつつある。

本論文の目的は、台湾の技術力と産業革新について、事例研究

を通じて地経学的な観点から考察することである。台湾における

地域イノベーションが、地政経済戦略のもとでどのような影響を

及ぼすのかを明らかにするため、鴻海と TSMC に代表される EMS

（Electronics Manufacturing Service）、EV、半導体など、現在の

グローバルビジネスとコア技術に最も影響を与えるセクターを特定

し、実証的に考察する。

二　先行研究の検討

加藤（2017, 4）は、地経学を「経済的手段によって地政学的利

益を実現する政治・外交的手法」と定義している。Luttwak（1990, 

17-23）によれば、国家は多国的な目的よりも自国内の成果を最大

化しようとし、その成果が他の国家にとって最適でない場合でも自
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国の利益を優先させる。このような国家規制の論理は、部分的には

競争の論理に基づくものである。国家は、多国間の利益ではなく、

国内の利益を最適化するために、また他の国家がどのような影響を

受けるかに関係なく、インフラ・プロジェクトを計画する。国家や

国家ブロックは、技術革新そのもののためではなく、境界内の利益

を最大化するために技術革新を促進しようとする。

そのような背景において、国境を越えたオープンイノベーション

の領域における信用の役割は重要である（Shao and Shi 2018）。

Li（2019）は、台湾企業のオープンイノベーションや製造のサービ

ス化の重要性を訴えた。Zhuang, Tao, et al.（2021, 1361-1386）

の研究では、能力およびガバナンスの視点を取り入れ、明確なイノ

ベーションの強みを持つ企業が採用するイノベーション連携戦略を

探っている。

国際連携及び地政学の観点から、台湾が置かれている国際環境の

中、その技術力を持つ国際企業の地経学的発展を研究した文献はい

まだにないため、本研究を通して、地経学の文献に貢献するととも

に、地政学的な問題が地経学的な戦略とどのように関わっているの

かを解明したい。

三　EMS、 EV 産業事例からの考察

まず、台湾の主要産業における地経学的戦略と発展の経緯を台湾

の主要企業である鴻海の事例から分析する。

鴻海は台湾の古くからの強みである分業ネットワークを活かし、

EMS 産業形態を形成、成熟させ、グローバル企業として急成長し

ている。本項では、EMS 産業と新規 EV 産業を事例として、鴻海

がいかに発展したのかを、地経学的に整理分析する。
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1　鴻海の多角化と成長戦略

鴻海科技集団（Hon Hai Technology Group〔Foxconn〕）は

1974 年に設立され、テレビの部品、金型、コネクター、パソコン

の筐体の製造から始まった。有機的更新（Organic Renewal）と買

収更新（Acquisition Renewal）を通じた、すなわち、R ＆ D 技術、

製造能力、大胆な買収（NOKIA のサプライヤー、MOTOROLA の

工場、SHARPなど）により、事業の多角化経営への移行に成功し、

コンポーネント、コンピューター、光通信、モバイル、車用電子、

デジタルコンテンツ、クラウドネットワーク製品、ロボット、電気

自動車など、幅広い事業領域を構築して世界最大の EMS メーカー

にまで成長した。

鴻海は eCMMS（Electronic Component Module Move and 

Service）という独自の機能と、高度な垂直統合及び多様な統合機

能の競争優位にグローバル思考モードを加えて、バリューチェー

ンとサプライチェーンの両方で成長戦略を確立した。企業の多角

化は、合併買収または内部の自社開発により新製品を開発、生産

して、新しい市場に参入すると解釈される（Ansoff 1965；Ansoff 

and McDonnell 1988；Porter 1980；Ramanujam and Varadarajan 

1989, 523-551）。つまり鴻海は、バリューチェーンにおけるサー

ビタイゼーションとサプライチェーンにおける多角化の発展によ

り、付加価値と利益率を高めている。

2　鴻海と日本の提携過程と技術進化

地経学的に見て、発展過程で地理的、歴史的、産業連携的にも近

い日本との提携は技術発展期において重要な役割を果たした（黎立

仁 2012, 29-44；卓達文 2020）。



2023 年 3 月号� 日米と連携する中、台湾企業の地経学的発展の一考察：鴻海とTSMCの事例

－87－

鴻海と日本との提携過程においては、1990 年代半ばから、任天

堂、Sony PlayStation ゲーム機などの組み立てを行い、日本の企

業と OEM（Original Equipment Manufacturing）、ODM（Original 

Design Manufacturin）、EMS などの取引関係を確立し始めた。

2 0 0 0 年代初頭では、日本の製造技術を積極的に学び、P l a y 

Station などの日本のオリジナル製品のケースやコンポーネントの

金型の製造を指導したり、グループのトップアドバイザーを務める

日本の技術者を招いた。

同社は 2000 年代半ばから日本の工場買収に動き出した。まず、

ソニーのメキシコ液晶テレビ組立工場、さらに 2012 年に大阪にあ

る SHARP の堺工場、2016 年に日本の大手ブランド企業 SHARP を

買収し、コア技術（core technology）を取得した。

3　EMS としての鴻海のグローバルな発展 ： 地経学①

前述の通り、鴻海は、自己研鑽のほか、特に日本から金型やコ

ンポーネント、液晶の製造技術を学習・取得し、NOKIA のサプラ

イヤーと MOTOROLA のアメリカ工場、ソニーのメキシコ工場、

SHARP の買収、そしてアメリカの IT 大手顧客（Apple、HP、Dell

など）とのインタラクションを通して、テクノロジーの地位と世界

最大の EMS メーカーという経済的地位を獲得してきた。

そこで鴻海（Hon Hai’s homepage 2022）は、

“to enhancing research design and engineering solution capabilities 

to develop a global footprint that is based in Asia and expanded to 

other parts of the world. The adoption of a strategy that centers on 

research and development in Greater China and the US, design and 

manufacturing in Asia, the US and Europe.”
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と自ら語っているように、台湾、中国、日本、アメリカ、ヨ－ロッ

パにおいて、経済と政治のバランスを巧みに保っている。最近の事

例として、米中両大国のバランスを図るため、2017 年、トランプ

米大統領の招待により、鴻海は米国ウィスコンシン州にパネル工場

を設立することを決定した。

4　EV のグローバルな発展、 共創とローカリゼーション ： 地経学②

鴻海はサプライチェーンを組み入れた、オープンなプラットフォ

ームを構築し、中国、米国、ヨーロッパ、アジア 1 などのメーカー

と協力して「現地生産運営」（BOL: Build Operate Localize）体

制を推進しており、オープンイノベーション、クロスイノベーショ

ンを通じて地経学的共創（geoeconomic co-creation）の効果を創出

しながら、世界各地域の主要国と、経済と政治のインタラクション

を図ろうとしている。

鴻海は将来を見据えたコアテクノロジーのさらなる開発と統合の

ため、2021 年 1 月 4 日に鴻海研究院を設立した。継続的な資源投

資を通じて、技術開発を加速し、電気自動車、デジタルヘルス、ロ

ボット工学など、将来の発展に向けた 3 つのコア技術の研究に注力

している。

そうした中、 2 0 2 0 年 11 月鴻海は、N I S S A N の台湾合弁で

OEM 生産を行う裕隆汽車（Yulon Motor）と合弁会社・鴻華先進

（Foxtron）を設立し、電気自動車プラットフォーム EV キットを

開発し、PC 業界の Android に類似した電気自動車業界のプラット

フォームを構築した上、MIH（Mobility in Harmony）連盟を立ち

上げた。サプライチェーンをも組み入れてオープンなプラットフ

1 日本は、台湾での合弁、共同研究を展開しているのみ。
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ォームを構築し、共創する効果を発揮しながら、メーカーはこの

オープンな業界標準を通じて開発速度を上げ、コストを削減する

ことが期待される。鴻華先進は自社ブランドで生産せず、OEM 生

産を大量に請け負い、CDMS（Contract design and manufacturing 

service）= 設計・製造委託生産のビジネスモデルを展開している。

2025 年までに電気自動車の世界市場シェアの 5％獲得、部品とソフ

トウェアについては、10％獲得という意欲的な目標を設定してい

る。鴻華先進は早くも 2021 年 10 月の発表会において、開発した電

気自動車の 3 モデル、セダン車 =Model E、SUV=Model C、バス

=Model T を披露した。さらに、2022 年 10 月 18 日に開催した発表

会「鴻海科技日」（鴻海のハイテクの日）に、Model B と Model 

V を発表し、2023 年初旬、裕隆汽車の自社ブランド、Luxgen で量

産する（葉時安 2022）。一方、MIH 連盟に加盟したサプライヤー

が約 2,200 社に数えられるようになった。特筆すべきことは、連

盟のメンバーは台湾企業がメインであるが、日本企業も 100 社以上

加入した（黃翊涵 2022）という点である（図 1 を参照）。

かつて台湾の自動車開発では、国内市場が小さい中、エンジン

の技術と量産の問題を突破するのが難しく障壁となっていた。電気

自動車は、バッテリー、モーター、電子制御から構成される電気シ

ステムでエンジンは不要になり、加わって半導体チップとインテリ

ジェントなソフトウェア及び IoT 機能を統合する必要がある。これ

は、台湾の IT 企業が現地の自動車メーカーと組んで、電気自動車

の分野に参入する重要なチャンスとなる。

鴻海は、積極的に米国の電池メーカーSES と電池材料を開発し

たり、日本の大手電気モーターメーカー、日本電産（Nidec）と台

湾に合弁会社を設立する一方で、台湾の優位性を活かしてソフトウ

ェアとハードウェアの組み合わせを強化し、電気自動車用化合物
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半導体ウェーハを開発している。こうした中、日本電産のほか、

日本精工（NSK）、旭化成（Asahi KASEI）、昭和電工（Showa 

Denko）、東芝（TOSHIBA）などとの共同研究開発も積極的に進

められている。

さらに BOL 体制を実現するために、2021 年にはアジアにおい

て、中国の吉利汽車との合弁会社に電気自動車ソリューションを

提供し、タイの国営石油グループ ARUN Plus と合弁でタイ現地で

電気自動車製造工場ホライゾン・プラス（Horizon Plus）を設立し

た。その後矢継ぎ早に、米国の新エネルギー車ブランド、フィス

図 1　鴻海・鴻華先進のビジネスモデル

（出典）筆者作成。
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カー（Fisker）と協力する合意を得たほか 2、米国オハイオ州に本社を

置くローズタウン・モーターズ（Lordstown Motors）の工場を買

収し 3、この地域を北米における鴻海グループの最も重要な電気自動

車の製造、および研究開発のハブに据えた。現在、鴻海は現地製造

に努めるべく、ヨーロッパにも参入し 4、2024 年末までには、イン

ドと南米を統合するなど、グローバルな布石を進めている（蕭君暉 

2021）。

鴻海は、電気自動車のプラットフォームである EV キットの提供

と MIH 連盟を通じて、日本、中国、米国、ヨーロッパ、アジアの

メーカーと協力しながら、現地生産運営を実施している。この動き

は、地元のパートナー企業が株式の 50％以上を保有することによ

り、現地メーカーの協力意欲を高めるだけでなく、各国の製造業者

や MIH 連盟と、オープンイノベーション、クロスイノベーション

を通して地経学的共創の効果を発揮することが期待される。

四　考察 ・ 分析 （一）

前章にて鴻海の事例をもとに EMS、EV 産業をもとに半導体産業

を検討した。

EMS の事例は、地経学①のモデルとして：鴻海は技術地位（日

本からも技術の獲得）を構築し、特定の国（台湾と中国、アメリ

カ、日本）において経済と政治のバランスを保ちながら発展した事

例を示し、EV の事例は、地経学②のモデルとして：オープンイノ

2 鴻華先進のシャーシプラットフォームを使用して、2023 年に新型 EV 車「PEAR」

を量産する。
3 2022 年後半にこの工場で Lordstown Motors の pick up 車 Endurance の委託生産を

開始する。
4 2022 年 11 月現在、すでにドイツのメーカーと交渉中。
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ベーション、地域とのイノベーションを注視しながら、経済と政治

のインタラクションを図っていることを確認した（図 2 と図 3 を参

照）。

図 2　モデル 1：EMS のケース

（出典）筆者作成。



2023 年 3 月号� 日米と連携する中、台湾企業の地経学的発展の一考察：鴻海とTSMCの事例

－93－

図 3　モデル 2：EV のケース

（出典）筆者作成。

鴻海は特に、EV 生産とグローバル化に関しては、サプライチェ

ーンを組み入れたオープンなプラットフォームを構築し、中国、米

国、ヨーロッパ、アジア 5 などのメーカーと協力して「現地生産運

営」（BOL）体制を推進しており、オープンイノベーション、クロ

スイノベーションを通じて地経学的共創の効果を創出しながら、世

界各地域の主要国と、経済と政治のインタラクションを図ろうとし

ている。さらに、鴻海研究院を 2021 年に設立し、電気自動車、デ

ジタルヘルス、ロボット工学など、将来の発展に向けた 3 つのコア

技術（core technology）の技術開発を加速している。

5 日本は台湾での合弁、共同研究を展開しているのみ。



問題と研究� 第 52 巻 1 号

－94－

五　半導体産業の事例からの考察

本章では、企業事例として TSMC を取り上げ、地経学的分析を

行う。

1　TSMC のアメリカ進出

トランプ政権が「アメリカ製造業の復活」政策を打ち出したよ

うに、アメリカ政府は自国本土での半導体生産の重要性に早期に気

付いた。その理由は TSMC が消費者向けのチップのみでなく、ア

メリカのステルス戦闘機・F-35 に使用されるチップも製造してい

るからである。2019 年アメリカ防衛省報告書の推薦企業に、既に

TSMC の名前が掲載されている。

TSMC はトランプ政権の要請を受けて 2020 年 5 月に米国内に

5nm の半導体前工程工場をアリゾナ州に建設することを発表した。

アリゾナ工場でのチップ生産開始は 2024 年の予定で、TSMC の

米国顧客は半導体製品用チップの国内調達が可能となる（張建中 

2020）。

米国政府が推進しようとしている米国における半導体産業振興に

向けた総額 520 億ドルの補助金を支給する法案「CHIPS 法案」に

より、TSMC はアメリカで工場建設時、最大 40％の財政支援を受

けることになる。

ホワイトハウスは 11 月 30 日、バイデン大統領が、12 月 6 日の

TSMC が最初の製造装置を搬入する式典の際に、アリゾナ工場を

視察すると発表した。訪問では「バイデン大統領の経済計画が製造

業の活況やサプライチェーンの再構築、アリゾナ州および全米で高

賃金の雇用創出につながっていることについて話し合う計画」とし

た。
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2　TSMC 日本進出

2020 年以降のコロナ禍により、日本政府も半導体チップ自国化

の重要性を痛感し、日本が TSMC との繋がりを強化しながら、政

府主導で一連の半導体復興計画を打ち出し、自国の半導体自給率上

昇に向けて取り組んでいる。

実際、2020 年末から日本政府の TSMC 誘致計画が始動し、2021

年 6 月に「半導体・デジタル産業戦略」を策定し、半導体のてこ入

れに「国家事業として取り組む」と宣言し、国内での半導体生産強

化のための半導体復興計画を打ち出した。

TSMC も 2021 年 10 月、日本国内では初となる製造工場を建設

すると発表した。新工場は、連携先であるソニーグループの九州半

導体事業子会社の熊本県菊陽町工場の隣接地となり、2022 年に着

工し、2024 年末の稼働を目指している。生産プロセスは、TSMC

が 20nm～28nm の半導体を生産し、日本政府は、日本国内の半導

体チップ不足の場合に、充分な生産能力を提供するという特定条件

に付き、TSMC に最大一兆円の補助金を出すとしている。

技術面から考えると、20nm の半導体は、2022 年現在のスマート

フォンに搭載される 5nm の半導体と比較すると数世代前の技術で

あり、最先端ではない。しかし需要の面では、20nm の半導体は自

動車や産業分野で需要が高い。

これから TSMC は、ソニーが開発したスマートフォンに搭載す

るデジタルカメラ用の CMOC チップなど、ハイエンド半導体チッ

プを生産する予定である。2021 年 10 月、自動車メーカートヨタ傘

下企業のデンソーも、10 億円の資本を投資して九州の半導体発展

計画に参加することが明らかになった（日刊工業新聞 2021）。電

気自動車の開発を急ぐトヨタ系列のデンソーは、優れた半導体設計

する能力を持っているが、トヨタの電気自動車の生産予定数に応じ
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る生産能力を持っていない。このように、2020 年からの日台半導

体産業の連携強化により、今後日本半導体製造連盟に参入する企業

が増加すると予測される。

この程、TSMC は地政学的リスクを低減するため、日本での生

産能力の増強（12nm～28nm の生産拡大を含む）を検討しており、

日本政府でも現在熊本県で建設が進められている同社工場に加

え、国内での事業拡大を歓迎する意向を示していると報道された

（DIAMOND 2022）。

一方、半導体の重要性が増す中、TSMC を誘致しながら、日本政

府は自前の半導体製造技術を確保すべく、官民連携・政府補助のも

とで、トヨタ自動車や NTT、ソニーグループなど日本の主要な企

業 8 社が、スーパーコンピューターや人工知能（AI）などに使う

次世代半導体を製造する新会社「Rapidus」（ラピダス）を設立し、

2020 年代後半に向けて製造技術の確立を目指すと、11 月 10 日に

発表された（日経新聞 2022）。こういった同様の動きはこれから

も注目しなければならない。

3　TSMC の欧州進出

欧州は台湾や韓国より早期に半導体産業に参入し、80 年代には

フィリップスなど大手電子企業も半導体部門を成立させていた。現

在でも一部の欧州の国では半導体設備やプロセス原料の供給国とな

っており、特にオランダのエーエスエムエル（ASML）のような、

現在半導体生産に欠かせない重要な半導体設備メーカーは、半導体

製造工程において重要なポジションを占めている。

なお、ドイツのインフィニオン・テクロジー（Infineon）とスイ

スの ST マイクロエレクトロ二クス（STMicroelectronics）が、世
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界最高水準の工業用半導体を生産している。そのほかにも、優れた

半導体関連技術を持っている小国も多く存在している。例えば、半

導体製造に不可欠なネオンは鉄鋼業が鉱石を製錬する過程で生じた

副産物のガスから精製するものであり、精製には高度な技術が求め

られるが、軍事産業が強かったウクライナの生産によるネオンガス

は、世界シェアの 7 割を占めている。しかしながら、2022 年ロシ

アのウクライナ侵攻で、現在半導体用ネオンガスの供与不足が生じ

ている。

コロナ禍で 2021 年初頭から世界規模の電気自動車に使用される

チップ不足が発生し、欧州の自動車産業国にも影響を及ぼした。

一方、2020 年以降、ドイツが民生用電子機械向け半導体の発展を

計画しており、2021 年の春にドイツ経済部から、国交のない台湾

に、異例の自動車用チープ生産の要請があり、一時的に TSMC の

EU 進出が話題になった（梁喆棣 2021）が、その後しばらくこの

計画は中断した。しかし、2022 年末の報道によると、今後 TSMC

の幹部らはドイツを視察訪問し、ザクセン州の半導体のクラスター

への投資を進める一方、ドイツ政府もこれを支援するという（數位

時代 2022）。なお、ヨーロッパの他の候補地として、ドイツに隣

接しており、レーザー技術で有名なリトアニアも取り上げられてい

る。

六　考察 ・ 分析 （二）

地経学③のモデルとして：グローバル政治経済上の観点から、半

導体技術力と供給力の重要性が増し、TSMC が地経学的地位を高め

た。2019 年に TSMC は米国防衛省の戦略パートナーとなり、2020

年から米国や日本政府、ヨーロッパなどに誘致されグローバル展
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開を果たした。2020 年以降の世界の半導体不足により、TSMC の

技術力が評価され、地経学上の重要性を高めた（Sadoi, Li, et al. 

2022）。

図 4　モデル 3：TSMC のケース

（出典）筆者作成。

モデル③の特徴と今後の方向性をさらに分析する。コロナ禍によ

って分断された世界は、米中対立構図の明確化によって、半導体産

業のサプライチェーンは、アメリカ主導の米日台連盟と市場派の二

つに分けられた。さらに、ロシアのウクライナ軍事侵攻により、世

界がグローバル半導体サプライチェーンを改めて認識することとな

った。先に述べたように、ウクライナ産のネオンガスは世界市場の

70％を占めている。

更に、グローバル化が停滞している現在、地域統合の概念が強化



2023 年 3 月号� 日米と連携する中、台湾企業の地経学的発展の一考察：鴻海とTSMCの事例

－99－

されている。米中の経済摩擦・分断が進み、日本と台湾の半導体産

業は、経済安全保障の原則に守られ、半導体産業の相互補完性もあ

り、関係が一層強くなりつつある。その反面、政権交代を経たドイ

ツと韓国が新時代に向けて、自国の半導体政策を調整する可能性が

ある。なお、欧州半導体産業においても、民生用電子機械向けの半

導体工場がないヨーロッパ市場に向けて、TSMC だけでなく、イン

テルもヨーロッパ進出を決めた。

特に 5G と AI の軍事化の影響で、TSMC は 2020 年以降、ハイエ

ンド半導体チップにおいて世界シェアの 5 割以上を、10nm 未満の

先端半導体の生産力は 9 割以上を占め、TSMC 一社でグローバルバ

ランスに影響を与える存在として、地経学事例の代表格となってい

る。ちなみに、TSMC では 2022 年 2 月から政治学専門家の採用も

始めており、地経学的戦略を強化している 。

地経学的重要性から、半導体製造の地域化が急速に進んでいる

なか、世界の主要経済国である日本や米国が自国の競争力維持のた

め、2020 年以降、半導体関連政策を強化し、政府主導で半導体製

造企業を誘致して、自国の人材と技術向上に注力している。

七　おわりに

本論文では、台湾の主要産業の地経学効果を実証的に検証する

ことを試み、台湾における産業イノベーションが、地理経済戦略の

もとでどのような影響を及ぼすのかを明らかにするため、EMS、

EV、半導体など、台湾で成功しているグローバルビジネスとコア

技術を選定し、分析した。そして、地経学的に以下の 3 モデルを提

示した。

EMS の事例は、地経学①のモデルとして：鴻海は日本などから
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先進技術を獲得しながら自己研鑽を通して、技術的な競争地位を築

き、特定の国（台湾と中国、アメリカ、日本）において経済と政治

のバランスを保ちながら発展した事例を示した。

EV の事例は、地経学②のモデルとして：オープンイノベーショ

ン、地域とのイノベーションを注視しながら、経済と政治のインタ

ラクションを図っていることを確認した。

半導体の事例は、地経学③のモデルとして：グローバル政治経済

上の観点から、半導体技術力と供給力の重要性が増し、TSMC が地

経学的地位を高めるという新たな局面を迎えたことがわかる。

半導体の重要性が増す中、日本政府もアメリカと同様に、TSMC

を誘致しながら、自前の半導体製造技術の確保に乗り出した。官民

連携・政府補助のもとで、トヨタ自動車や NTT、ソニーグループ

など日本の主要な企業 8 社が、スーパーコンピューターや人工知能

（AI）などに使う次世代半導体を製造する新会社「Rapidus（ラピ

ダス）」を設立し、2020 年代後半に向けて製造技術の確立を目指

すと、2022 年 11 月 10 日発表された（日経新聞 2022）。この先、

日米と連携する中、台湾企業の地経学的発展を考察する一方、日米

ないしヨーロッパの地政学リスクを考慮に入れて、その動向を注目

することも重要になってくると思われる。

2022 年現在、コロナ禍やロシア・ウクライナ戦争等、地経学

的に影響を与えるグローバル重要事項が多く、本論文で扱った

EMS、EV、半導体産業は、まさしく地経学的分析に適した産業と

いえる。この論文は、台湾の EMS、EV、半導体産業の発展の今後

の動きに関して、地経学の研究に貢献するとともに、地政学的な問

題が地経学的な戦略とどのように関わっているのかについての理解

を深める一助となることを期待する。

（寄稿：2022 年 11 月 13 日、採用：2023 年 1 月 30 日）
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與日美連結下，台灣企業的地緣經濟 
發展之考察：鴻海與台積電案例

黎立仁

（國立台中科技大學應用日語系副教授）

【摘要】

加藤（2017）將地緣經濟學描述為「透過經濟手段實現地緣政

治利益的政治和外交方法」。台灣雖然因與中國大陸的關係，在國際

政治上處境艱難，但憑藉技術發展實力和先進技術，屢屢在地緣經濟

上採取相關適切應對。

本論文之研究目的是透過案例研究，從地緣經濟的角度審視台灣

的科技實力和產業創新。為釐清地緣政治經濟策略下台灣區域創新能

力的影響，鎖定以鴻海和台積電為代表的 EMS、EV 和半導體等對當

前全球商務和核心技術影響最大的產業，對其進行實證研究，並提出

了三個地緣經濟模型。

本研究期待對台灣 EMS、EV、半導體產業未來發展的地緣政治

經濟研究有所貢獻，並有助於理解地緣政治問題與地緣經濟戰略的關

係。

關鍵字：地緣經濟，區域創新，台積電，鴻海
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A Study on the Geo-economic Development 
of Taiwanese Companies in Cooperation with 

Japan and the United States:  
The Case of Hon Hai and TSMC

Lih-Ren Li
Associate Professor, Department of Japanese Studies,  

National Taichung University of Science and Technology

【Abstract】

Kato (2017) describes geoeconomics as “political and diplomatic 
methods for realizing geopolitical interests through economic means”. 
Although Taiwan is in a difficult international political position 
due to its relationship with mainland China, it  has dealt with it 
geoeconomically at many appropriate times, such as by relying on its 
strength in technological development and advanced technology.

The purpose of this paper is to examine Taiwan’s technological 
strength and industrial innovation from a geoeconomic perspective 
through case studies.  In order to clarify the impact of regional 
innovat ion in  Taiwan on geopol i t ica l  economic s t ra tegies ,  we 
empirically consider EMS, EV, semiconductors, etc. represented by 
Hon Hai and TSMC, and then geoeconomically present these three 
models.

This paper contributes to geopolitical economic research on the 
future development of Taiwan’s EMS, EV, semiconductor industries, 
as well as help to understand the relationship between geopolitical 
issues and geoeconomic strategy.

Keywords:  Geoeconomics, Regional Innovation, TSMC, Hon Hai
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